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問題文 

 次の各事例において，会社法上，取締役会設置会社であるＡ株式会社の取締役会の決議が
必要か、検討せよ。 
１ Ａ会社の代表取締役ＢがＣ株式会社の監査役を兼任する場合において，Ａ会社が，Ｃ会
社のＤ銀行に対する１０億円の借入金債務について，Ｄ銀行との間で保証契約を締結する
とき。 
２ Ａ会社の取締役ＥがＦ株式会社の発行済株式総数の７０パーセントを保有している場
合において，Ａ会社が，Ｆ会社のＧ銀行に対する１０００万円の借入金債務について，Ｇ銀
行との間で保証契約を締結するとき。 
３ ホテルを経営するＡ会社の取締役Ｈが，ホテルの経営と不動産事業とを行うＩ株式会
社の代表取締役に就任して，その不動産事業部門の取引のみを担当する場合。 

2022 年 11 月 27 日 

担当：弁護士 氏森政利
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答案構成 
設問１ 

１ 利益相反取引 

D との保証契約締結が「取締役以外の者との間において株式会社と当該取締役との利益が

相反する取引」に該当する場合には、重要事実を開示のうえ取締役会の承認を得なければな

らない（356 条 1 項 3 号、365 条） 

 

[規範] 

関節取引について取締役会の承認を要する趣旨は、会社の犠牲のもと取締役が不当な利

益を得ることのないようチェックさせる点にある 

  ↓ 

「株式会社と当該取締役との利益が相反する取引」とは、会社の犠牲のもと取締役が利益

を得る取引をいう。 

 

[あてはめ] 

 ＜確かに＞ 

保証契約の締結は A に債務負担を負わせる行為 

 ＜しかし＞ 

他方で A は C の監査役に過ぎず、C に契約を締結させる権限があるわけでもないうえ、保

証契約締結により C に経済的な利益があるわけではない。 

 ＜したがって＞ 

会社の犠牲のもと取締役が利益を得る取引には該当せず、356 条 1 項 3 号の適用はない。 

 

２ 「多額の借財」 

 D との保証契約締結が「多額の借財」に該当する場合には、取締役会の決議を要する（362

条 4 項 2 号） 

 ↓ 

⑴ まず、保証契約締結は「借財」に該当するか 

  ＜たしかに＞ 

借財の文言上の意味からすれば、借入のみをさすとも思われる 

  ＜しかし＞ 

362 条 4 項 2号を役会承認にかからせた趣旨は、過大な債務負担が会社経営に悪影響を

与えるリスクがあり、役会による慎重な経営判断が必要だから 

  ＜とすると＞ 

保証契約締結は会社に一方的に債務を負担させるものであり、そのリスクは借入の場

合と異なるところはない 
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  ＜したがって＞ 

保証契約締結は「借財」に該当 

 ↓ 

⑵ 次に、10 億の保証は「多額」といえるか 

  上記趣旨に鑑み、多額か否かは会社の資産状況や収益力等によって個別に判断される

べきものであるが、一般に 10 億は大会社か否かを分ける基準（5 億）の倍であり多額とい

える 

 

(3) よって、保証契約締結は「多額の借財」に該当し、役会承認を要する。 

 

設問２ 

設問１同様、F との保証契約締結が「取締役以外の者との間において株式会社と当該取締

役との利益が相反する取引」に該当する場合には、重要事実を開示のうえ取締役会の承認を

得なければならない（356 条 1 項 3号、365 条） 

  

[あてはめ] 

保証契約の締結は A に債務負担を負わせる行為である点は設問１と同様 

＜そして＞ 

 E は F の株式の７０％を保有しており、配当決議を単独で可決できる 

  ↓ 

 F の業績次第で E は経済的利益を得られる可能性あり 

 ＜したがって＞ 

  A の犠牲のもと E が利益を得るという関係にあり、利益相反取引に該当 

   ↓ 

  356 条 1 項 3 号、365 条により取締役会決議が必要 

 

設問３ 

I の代表取締役に就任し、不動産事業部門の取引を担当する行為が「株式会社の事業の部

類に属する取引をしようとするとき」（競業取引）に該当する場合には、重要事実を開示の

うえ取締役会の承認を得なければならない（356 条 1 項 1号、365 条）。 

 

 ［規範］ 

 ここで、競業取引について役会決議が必要な趣旨は、取締役が会社のノウハウや知見を利

用して会社の取引先を奪う等して損害を与えるおそれがある行為を行うに際し、会社が損

害を被ることがないように予め取締役会においてチェックしようとするもの 

  ↓ 
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 「株式会社の事業の部類に属する取引」とは、会社が現に営み、又は営もうとする事業と

の間で取引先やノウハウに共通点があり、会社の事業と利害が衝突する可能性のある取引

を広く含む。 

 

 ［あてはめ］ 

 ＜たしかに＞ 

 ・代表取締役に就任すること自体は取引ではないので「取引」に該当しないとも思われる 

 ・不動産の取引のみを担当するということであれば必ずしも利害衝突は生じないのでは

ないかとも思われる 

 

 ＜しかし＞ 

 ・代表取締役には包括的な代表権があり、その制限は善意の第三者に対抗できない（349

条 4 項、5 項）→ホテル事業の取引に関与せざるを得なくなる可能性はある 

 ・Ｉが取締役会設置会社である場合、代表取締役である以上取締役会の構成メンバーとし

てホテル事業に関する業務執行に関与することとなる可能性もある 

 ・ホテル事業の経営においては不動産の用地取得もノウハウの一つであり、当該ノウハウ

は不動産事業にも共通する。Ｈが不動産事業においてＡのノウハウを活用して業務執行す

る場合、当該ノウハウがＨのホテル事業に流用される可能性がある 

 

 ＜したがって＞ 

 ・ＨによるＩの代表取締役就任により、ＡのノウハウがＩのホテル事業に流用される可能

性があり、会社の事業と利害が衝突する可能性のある取引といえる 

  ↓ 

 356 条 1 項 1 号、365 条により取締役会の承認が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2022 年 11 月 27 日 

担当：弁護士 氏森政利 
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2022 年 11 月 27 日開催 事前特別強化ゼミ「商法」 

 

最優秀答案 
回答者 T.G. 

 

第１．設問１ 

１．A社がC社のD銀行に対する10億円の借入金債務について、D銀行との間で保

証契約を締結することは、「多額の借財」（会社法（以下法名略）362条4項2

号）にあたり取締役会決議を要するのではないか（362条4項柱書）。 

２．まず保証契約を締結することが「借財」にあたるか。 

362条4項の趣旨は、会社の業務や財産に重大な影響を及ぼす事項について

取締役会決議を要求することにより、代表取締役の専断を防止し、会社運営の

健全化を図ることにある。 

そして保証契約が主債務者と同様の責任を負い、何ら利益をもたらさない

のが通常であることからすると、「借財」にあたると考えるのが妥当である。 

したがって保証契約は「借財」にあたる。 

３．次に、10億円の債務を保証することが「多額」であるといえるか。 

「多額」にあたるかは、当該会社の規模、総資産額、借財の額等を考慮して

当該会社ごとに個別的に判断すべきであると考える。 

この点10億円という金額は、会社法上の大会社における資本金の2倍にあた

る額（2条6号）であり大多数の会社にとっては、大きな額といえる。 

そうだとするとA社が資金の潤沢な大会社にあたらない限り「多額」にあたる。 

４．よって本件保証契約は「多額の借財」にあたり、A社取締役会決議が必要で

ある。 

５．なおA社代表取締役BがC社の監査役も務めているため、本件保証契約が利益

相反取引（356条1項3号）にあたるとも思えるが、監査役の報酬は定数によっ

て定まるもの（387条1項）であることから、個々の取引により直接的に利益

を得ることはないため、利益相反行為とはならない。 

 

第２ 設問２ 

１．まずA社がF社のG銀行に対する1000万円の借入金債務についてG銀行との

間で「多額の借財」にあたる場合には、A社取締役会決議が必要である。 
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２．（１）次にA社は、A社の取締役Eが発行済株式総数の70パーセントを保有す

るF社の債務を保証している。これは「株式会社が取締役以外の者との間にお

いて株式会社と当該取締役との利益が相反する取引」にあたり（356条1項3

号）A社取締役会決議（365条1項、356条1項柱書）が必要ではないか。 

（２）この点、356条1項の趣旨は、取締役が会社の犠牲のもとに自己又は第三

者の利益を図ることを防止することにある。そうだとすると、取締役以外の

者との取引においても、実質的に取締役の利益になる場合であれば、会社と

取締役との間に利益相反が認められる。 

（３）本件では、Eは、Fの発行済株式総数70パーセントを保有している。その

ためEはF社株主総会において特別決議（309条2項）を単独で可決することが

でき、実質的にF社を支配しているといえる。そうだとすると、F社の利益は

実質的にEの利益といえる。 

（４）よって、上記保証契約はA社と取締役Eの利益が相反するものといえ、A社

取締役会決議が必要である。 

 

第３ 設問３ 

１．A社取締役Hが、ホテルの経営と不動産事業とを行うI社の代表取締役に就任

することは、「取締役が自己又は第三者のために株式会社の事業の部類に属す

る取引をしようとするとき、にあたり、Ａ社株主総会決議が必要ではないか。 

本件においてＡ社はホテルの経営をその事業とするところ、同じくI社もホ

テルの経営をその事業としている。しかしＨはＩ社において不動産事業部門

の取引のみを担当するため、「事業の部類に属する取引」にあたるか問題とな

る。 

２．この点、取締役は会社の業務について強大な権限を有しており、営業上の機

密事項において精通している。そのため取締役がその地位を利用し、自己又

は第三者の利益を図ると、会社が得られるはずであった取引の機会が奪われ、

会社に損害を生じさせるおそれがある。そうだとすると、356条1項1号の趣

旨は、取締役が地位を用いて会社に損害を与えることを防止することにある。 

以上を考慮すると、「事業の部類に属する取引」とは、会社の事業と全く同

一の事業のみならず、類似の商品、役務等を対象とする取引で、会社の行う事

業と市場において競合し、会社と取締役との間に利益の衝突をきたす可能性

があるものをいうと考える。 

３．本件では、ホテル経営と不動産事業がこれにあたるかについてみるに、一見
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すると何ら競合のおそれがなく、「事業の部類に属する取引」にあたらないと

も思える。 

もっとも、ホテルはそのものが不動産であり、その経営は不動産の有する価

値がその立地によって大きく左右される。そうだとすると、「Ａ社とI社は不動

産部門において市場にて競合するおそれがある」といえる。また、代表取締役

は、事業全体について代表権を有するため（349条4項）、Ｈはホテル部門につ

いても取引が可能である。 

以上より、「事業の部類に属する取引」にあたる。 

４．よってＨのF社代表取締役就任は、356条1項1号にあたり、Ａ社取締役会決

議による承認が必要である。 

以 上  
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